



































2001年度 と2002年度 にわたって、経営学部 の専任教員で構成 す る メンバーが 「ビ
ジネス リスク」 とい う一つの テーマの もとに集 い、それぞれの研 究領域 を起点 に し
て研究活動 を展 開 した。幸 いに して、大学奨励研 究(期 間2年)の ご支援 をいただ
き制約が きわめて少ない形で のアクテ ィビテ ィを展 開で きたので、 グローバル時代
に重大 化、深刻化 を遂 げている リス ク問題 につい て或 るメ ンバ ーは深 く掘 り下 げ、
また或 るメ ンバ ー達 は分野横断的 なチー ムと して調査 に携 わ り、 とい うように多彩
なアプローチ を行 うこ とが可能 であった。
私 たちの活動経過 であるが 、2001年4月に共同研究 プロジェク トと して発足 した
後 、同年度 は合計3回(5/9、7/11,11/14)の 研究打 ち合 わせ 、研究発表 会 を
持 ち、次年度(2002年度)は 合計2回(7/2、12/17)の 研 究打 ち合 わせ、研 究発
表会 を持 った。各研 究 メンバ ーはそ れぞれの専 門分野 において リス クマネジメ ン ト
にかかわる研 究活動 を進 め、更 にはそれぞれが協力す る形で フ ィール ドワークを含
めた活動 を展 開 した。 また各 自の研 究 と並行 して、成果 の社会へ の フィー ドバ ック
を期 して市民大学講座 におけ る講演 を実施 した。
各 メンバ ーの成果 を網羅す るのは冗長 に過 ぎる こともあ り、 ここでは特 に報告 と
して取 り上 げたい、 もしくは報告すべ き事 項 に集約 して成果概 要 を掲載す るこ とに
した。
報告事項 は以下の通 りであ る。
1.研 究 プ ロ ジ ェ ク トの概 要
1-1.プ ロ ジ ェ ク ト名 称
1-2.研 究 目的 、 内 容 及 び
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1-3.研 究 対 象
1-4.期 間
1-5.構 成 員
2.プ ロ ジ ェ ク トメ ンバ ー の ア ク テ ィ ビ テ ィ
2-1.社 会 的 貢 献
2-2.主 要 研 究 報 告
2-3.フ ィ ー ル ド調 査
3.今 後 に 向 け て
1.研 究 プロ ジェク トの概要
1-1.プ ロ ジ ェ ク ト名称
「グ ロ ー バ ル 時 代 の ビ ジ ネ ス リス ク研 究 」
1-2.研究目的、内容及び効果
企業 は 自 らの力 では コン トロールで きない実 に数多 くの諸 力 に立 ち向かいつ つ、
企業 目的達成 と将来 に向けた発展 を期 してい く行動 をとる もの と、従来 、暗黙裏 に
認識 されて きた。 しか し、現今 、社 会経済環境 は量 ・質 ・時間的 に変化が著 しく、
結果 として企業 の消滅や破綻が ここそ こに露呈 してい る。
本研 究 においては、企業が将来の不確実性 、即 ち リスクに対 して対応 し、 ビジ
ネス環境 において最適化行動 を とるこ とに関わる広汎 な側 面 を解 明す る ことを目的
とす る。
当該共同研究 においては リスク概念 の整理 と実体社会の現 況把握 を当初取 り組 む
べ き内容 と し、その ため に各 メ ンバ ーがそれぞれの専 門分野か らアプローチす る。
文献研 究、 フィール ドサ ーベ イな どをそれぞれに計画 ・実施 し、 リス クとい うも
のの多様 で分化 した様 々な捉 え られ方 を確認 し、理念 ・概 念 を探 り、時代 に即 した
各分野での位置づ け を行 い、有益 なimplicationを得 る活動 を展 開す る。それ ととも
に、企業活動 に伴 う現実的 リス クを模索 的 に探求 し、 また、それ らは グローバ ル時
代の 中で必 然的 にカン トリー リスク と関わ りあ うことか ら、海外進 出企業の調査 を
行 うな ど、多角 的な研 究 を進め る。そ して、広 い意味での リス クマ ネジメ ン ト概念
を構造 的 に解明す る とい う目標 をたず さえつつ 、各研 究者 が社 会へ の成果発 表 も含
めて研究 を進め る。
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具体 的な研究 内容であ るが、主 たる成果 としては初年度(2001年度)に おいて は
リス ク構造 の体系化、 ビジネス リス クの意味づ けな どの諸研 究が構成員 に よって な
され、続 く次年度(2002年度)に は金融産業等 の リス ク基準問題や、少子高齢化 と
外 国人労働 が もつ リス ク次元 の解 明、DBか ら解明す る開発 リス ク、 アジア地域が
持つ広義的 カン トリー リスクな どをは じめ とす る多彩 な分野 か らの リス ク研究 を各
メ ンバーが行 なった。
1-3.研究対象
リスクマ ネジメ ン トの視点 か ら広 義 に捉 えた ビジネス リスクに関わる事象
及 び分野全般 を研 究対象 とす る
1-4.期 間
[奨励 研 究 援 助 対 象 期 間]
2001及び2002年度(2001.4.1-2003.3.31)
1-5.構 成 員
松 枝 迫 夫[2001、2002年度]
行 川 一 郎[2001、2002年度]
金 谷 良 夫[2001、2002年度]
桐 村 晋 次[2001、2002年度]
丹 野 勲[2001、2002年度]
橋 本 光 憲[2001、2002年度]
藤 田 昌 久[2002年度]
松 浦 春 樹[2001、2002年度]
※ 代 表
※ コ ー デ イ 不 一 タ ー
(以下 、氏名50音順)
2.プ ロ ジ ェ ク トメ ンバ ーの ア クテ ィ ビテ ィ
2-1.社会的貢献
2002年度秋期神奈川大学公開講座[平 塚会場]後 援 平塚市
における市民大学講座の開催
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2-1-1.プロジェク トとの関係 および経緯
本 プロジェク トのテーマで ある 「グローバ ル時代 の ビジネス リス ク研 究」 につい
てのプロジェク トメンバ ーの多彩 な研究成果 お よび研 究経過 の一端 を広 く一般 に公
開す ることによって、研 究への様 々な促進効果 を生 む とと もに社会 に資す ることが
で きる とい う複合 的、多重的 なア ウ トプッ ト創 出 を企 図 して、大学公開講座 におけ
る市民へ の講演 を行 った。
2-1-2.講座の紹介
◆総合 テーマ
「い ま、そ こにある危機一 リスクについて さまざまに語 ろ う一」
◆全体概要
今 日ほ どリス ク(risk)への関心が高 まっている時代 はない。 内外 諸環境 の複雑化
と将来 に対す る不透 明感 は増大す る一方だ。企業経営 にお いて も危機管理 の重要性
が強調 されてい る。 だが実 は、不確 実 さの高 ま りは宿命的 な ものであ り、危機 は必
ず到来 しリス クは避 け得 ないのであ る。本講座 では、研 究 プロジェク トのテーマ と
してビジネス ・リス クを研 究す るメ ンバーたちが、様 々な立場 とテーマか ら現代 の
リスクを取 り上 げて解説す る。
◆ 日程:2002.XO,5～12.7各土 曜 日13:30～15:00
◆ 会 場:ひ らつ か ス カ イ プ ラザ










専門分野:国 際経営論、地域研究(ア ジアー オセアニア)
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主要著書:『 国際比較経営論』同文舘
『概説ベ トナム経済』有斐閣
③10月19日(行川一・郎)『 マーケテ ィングを襲 う危機 と好機』
・講師:行 川一郎 神奈川大学経営学部教授
専 門分野:マ ーケティング




















主要著書:『 サプライチェー ン・コラボ レーション』(監訳)中 央経済社
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2-1-3.各 講 座 に お け る講 義(講 演)レ ジ ュ メ
①10月5日(松 枝 迫夫) 『法律 的 リス クマ ネジメ ン ト』
1.リ スクマ ネジメン ト総論
1。 リス ク とは
2.万 全 な リス ク対策 はあ るか
一 ゼ ロ リス クの問題一
3.リ ス クの不安 とリス クの三法則
(1)リ ス クは常 に新 しく生 まれ る
(2)リ ス クは益 々巨大 になってゆ く
(3)リ ス ク対策 は常 に事後 的であ る
H.法 律 的 リス クマネジメ ン ト
1.ビ ジネス活動 とリス クの予 防
2.PLと訴訟
3.労 務管理 一 セ クシュアルハ ラス メン トー
4.経 営 責 任 一 コー ポ レー トガバ ナ ンスー
5.コ ンプライア ンス
米国型 と日本型(渋 沢栄一の儒教 イズム)
※配布資料:松 枝迫夫 「リス クマ ネジメ ン ト危機管理序説」 『神 奈川大学 国際経営
論集』 第23号、2002、pp.58-61。なお、資料 の該 当頁 では ビジネスに関係 ある リス
クを6分 類 〈① 製造、②販売 ・営業、③財務 ・金融 、④ 人事 ・労務、⑤役員 、⑥経
営 〉 して説明 している。(掲載省 略)
②10月12日(丹野勲) 『アジアでの リス クマネジメ ン ト』
はじめに 経済発展 とリスク
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1.ミ ャ ンマ ー の 経 済 発 展 と カ ン トリー リ ス ク
1.1.ミャ ンマ ー の 政 治 リス ク
1.2.ミャ ンマ ー の 経 済 リス ク
1.3.ミャ ンマ ー の 社 会 リス ク
1.4.ミャ ンマ ー の 企 業 経 営 リス ク
2.ベ トナムの経済発展 とカン トリー リス ク
2.1.ベトナム掲示亜 の現状
2.2.ベトナムの国有企業改革問題
2.3.外資 に依存 した経済発展 戦略
2.4.外国為替問題
2.5.インフラ問題
(Cf:丹野勲 「ミャンマ ー とベ トナムの経 済発展 と制度、 カン トリー リス クに関する
一考察」 「神奈川大学 国際経営論 集』 第23号、2002、pp.185-217)
※配付資料:「 ベ トナム ニ輪部 品 を輸入規 制」朝 日新聞、2002.9.14(朝刊12面)
「二輪 、ベ トナム生産停止」 日本経 済新 聞、2002.9.19(朝刊企業総合面)
③10月19日(行川一郎) 『マーケテ ィングを襲 う危機 と好機』
◆最近起 こったさまざまなで きごと
事件(雪 印牛乳食 中毒事件/参天製薬脅迫事件/日本 ハム食 肉偽装事件)
トラブル と情報操作(USJ、東電 、ワール ドコム)
身近 な危 険(セ クハ ラ?!/危 険 な輸入野菜/危 険 な痩 身漢方薬)
世界的危機(9・11テロ、中東問題)etc.
私 た ちの身の まわ りでは、実 にいろいろなことが 日常的 に発生 している
「リス ク」 や 「危機」 とい う言葉がか な り あい まい、かつ広義 に使 われている
†実 は、危機は クライシスの こと。 リス ク(危 険)と は違 う
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種 々の事 態へ の呼称 として
⇒ 幅広 く捉 え よ う
次々に生 まれ 、 巨大化 し
対策 が遅れ るの が リス ク
cf=リス ク の 三 法 貝ll(第U亘J講座 よ り)
《事 故 や 失 敗 の 発 生 原 因 》
偶 然
構 造 的 要 因(例):組 織 の形態 が誘 因
行 動 に 起 因(例)=意 思 決 定 な どの誤 り
環 境 要 困(例)=社 会 シ ステ ム
(法律 、インフラ未 整備etc.)
◆ リスクが及ぼす もの














危機が余 りに壊滅的だと失地回復への良 き教訓 どころでは無 くなる
今までの状況 を根本的に変える変化 も起 きうる(例:ロ イズの無限責任中止)
世界3位 の日ハムの失墜)
《リスク社 会 で発 展す るもの》






特 集● グ ローバ ル時代 の ビジネス リス ク研 究 〔報告 〕
◆ マ ー ケ テ ィ ン グ で 注 目 さ れ て い る キ ー ワ ー ド
コ ン プ ラ イ ア ン ス(compliance:法律 の 順 守)
◆ ビジネス リスクをマーケテ ィングの視点か らみ る必 要性 とは?
〈簿 鵬 郷 スク〉 両方噛 が不可欠なはずだか,
◆ポイン ト
・日本企業について
















②事例解説:日 本の携帯電話市場…危機 と好機が次々に襲 った市場の好例
④11月9日(橋 本光憲) 「海外での失敗事例から学ぶ もの』
ビジネスリクの具体的事例
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1.一 般産業
(!)ブ リジス トン
① ファイアス トンの買収 と労働争議(1988-1995)米国
② タイヤ事故 と大量 リコール(2000-2002)米国
(事例)フ ァイアス トンの買収(3300億円)は 高い買 い物で あった。
タイヤ事故の再発 に対す る情報管理 は欠陥 を露呈 した。
アメリカでの労働協約 の改定 はせ っかちであ った。
(教訓)米 国での成功体験 がマ イナス に働 いた。パ ー トナ ーである フォー ドとの
ズ レは大 きく問題 であ った。
〔評価=「 並」の下〕
(2)三菱 自動車
米国三菱 自動車製造(MMMA)の セ クハ ラ問題(1996-1998)米国
(事例)男 女差別問題 で窮地 に立 た された。問題へ の 「初動」 の ミス大 きい。
(本社 の指 示待 ち一 現地化不 十分)。現 地雇用 の習慣 に無知。 国内の リ
コール隠蔽事件 に見 る企業風土 は企 業統治 の欠如 を思わせ る。
(教訓)損 害賠償 額はセ クハ ラ史上最大(48億円)。社長 の度重 なる交代暦 あ り。





(事例)強 烈 な海外志 向が急成長 をもた らしたが、ブ レーキが利 かな くなった。
中国の歓迎 ぶ りに 自らを過大評価 、 「裸 の王様」 に。売 り上 げ至上主義
に走 り、利益無視。銀行 との付 き合い方 に も問題(直 接金融 に溺れ る)。
(教訓)財 務内容 が悪化、97年倒 産(負 債総額1600億円)。転換社債約400億円の
償 還 に応 じられず。 ジ ャス コに再建 を委 ねた。宗教的 な信念 に由来す る
楽観主義 がつ まず きの底 に。
〔評価=「 悪い」 の下〕
(4)ソ ニー
コロンビァ映画買収 、高 くついた買 い物 とその教訓(1989-1994)米国
(教訓)コ ロ ンビア ・ピクチ ャーズの買収(6640億円、後 に ソニー ・ミュー ジ ッ
ク ・エ ンタテイ ンメン トに)、さらに関連会社の買収(280億円)は か な
10
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り高 くついた買 い物 だった。(ソニーは94・95年度 に損失計上 ・償却)
(5)松下電器
1600億円、 ドブに捨て た授業料(MCAの 売却)(1990-1996)米国
(教訓)松 下電器 は映画製作等 の大手MCAを 買収(7800億円)し たが、5年 後




(教訓)銅 の簿外 取引 で2852億円の損失。 ニ ュー ヨー クの民事訴訟 の和解 に138
億 円支払 い。合計3000億円が会社 の損害 となった。
(7)三 田工業
同族経 営の甘 さが倒産 に 一 京セ ラの完全子会社へ(1998-2000)香港、他
(教訓)海 外展 開の複写機 メーカー。前社長 が ワンマ ン経営 、粉飾決算 で特別背
任一 会計監査 人に贈賄。約2000億円の負債 を抱 えて倒 産(う ち海外子 会




オーバ ープ レゼ ンスは昔語 り(1987～)世 界各地
(教訓)バ ブルの破裂 の3年 前 、1987年、 日本 の銀行 は世界の商業銀行 のベ ス ト
10の中、7行 を占めていた。それが2001年で は3行 のみ に。邦銀の国際
業務 の退潮 は著 しい。
(2)ア ルゼ ンチ ン債 の不払 い
「サ ムライ債」(円建 て外債)の 落 とし穴(2001～)日 本
(教訓)ア ルゼ ンチ ン債 の購 入者 は 「国債」 とい う名 に踊 らされた。不払 い額は
1915億円。 自治体が らみで も34億円。バ ブルの後遺症 の 「欲 ボケ」 「リ
ス クに無 防備」 過 ぎた。
(3)プ リンス トン債事件
高 リスク運用で損失 、後 日大半が救済へ(1990?-2002)日本
(教訓)ク レスベール証券東京支店(自 己破 産)が 窓 口 とな り、 プリンス トン債
(私募債)を 販 売。親会 社の不 正流用 で約1100億円が デ フ ォール トへ。
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英銀HSBCの買収 ・肩代 わ りによる賠償 支払 で和解 した。 日本企 業51社
に870億円が戻 る ことに。バ ブル時代 の 「財 テ ク」 への反省 が見 られ な
い。ヤ クル ト元副社長(国 税局 出身)は 多額の リベー ト(約5億3千 万
円)を 受 け取 ってお り、最 も悪質。
(4)大和銀行のお粗末
① 大和 銀行 ニユ ー ヨー ク事件(1995--1996)米国、 日本
② 大和 銀行株主代表訴訟(1995-2001)日本
(事例)日 本 人現地行員 の長期 にわたる米 国債取引 に よる損失(累 計1100億円)
を看過。バ ックオフ ィスの牽制不在。対応 、後手 に回る。株主代 表訴訟
は この種事件 に対 す る役員 の責任 を問 うもの(2億5千 万 円の還付 で和
解)。当時 のニュー ヨー ク支店長は罰金 ・禁固処分へ。
(教訓)法 人 と しての 「共 同謀議」等 を問 われ 、司法取 引 に応 じて罰金(約357
億 円)を 支払い、米国撤退へ。経営陣 も辞任へ 。大蔵省 の示唆が あった
とはいえ、米国法 制へ の対応 は 「無知」 の一語 に尽 きる。本体の経 営 を
危 う くして2001年にあ さひ銀行 と連携 したが、 メガバ ンク統合下で は将




(事例)日 銀特融(昭 和40年)に よる救済一 「負 の遺 産」 と して しか残 らず、法
人取引 に偏 重、四大証券 の最後尾 よ り脱却 で きず。バ ブル崩壊後の損失
隠蔽(2646億円)を 一部役員 間のみで引継 ぎ。最後 の野沢社長 は事情 を
知 らず に引 き受 けた。 「海外資産 のデ フ ォール トを避 け る」 との当局方
針 に基づ き、 自主廃 業 に追 い込 まれた。
(教訓)三 洋証券、北海道拓殖銀行 の破綻 が起 こ り、客観情勢 も災い した。社員
の相当部分 が新設 のメ リル リンチ 日本証券 に移る。再度の 日銀特融(ピ




名門銀行 を潰 したデ ィラー。影響 は 日本 に も(1995)シンガポール、英国、 日本
(教訓)ニ ック ・リー ソンが 口経225先物 を主 に1300億円の損失 を出す。
12
特 集●グローバル時代のビジネスリスク研究 〔報告〕
英 国の プライベ ー ト ・バ ンカー(女 皇様 の銀行 一資本約700億円)が 破
綻。ベ ア リングズ 日本証券 には 「貸 し債」167億円、預 か り証券等約700
億 円の債務が あ ったが、オ ランダINGの救済 に よって債務履 行が保証 さ
れた。
(7)エ ンロン破綻 の余波
グローバ ルに広が る リスクが 目の当 た りに(2001～)日 本
(教訓)米 国 同時多発 テ ロ(9・ll)が 引 き金 にな らた世界 的大事件 。大手邦 銀
の予信残高(1千 億 円規模)の 一部 は損失 になる見通 し。 日本 の個人保
有 を含 めた投資信託(MMF)が 元本割れ(約2%)。 粉飾加担 で閉鎖の
ア ンダー セ ンの提 携先 ・朝 日監査法 人が約30億円 を負担 。 「連鎖倒 産」
の ワール ドコムに も邦銀が約400億円の債権 あ り。
m.結 論
海外で の失敗事例 は多額の損失 に結 びつ くものが多 く、ビジネス リス クその もの。
倒 産 して な くて も 「企業統 治」 に問題 ある事例 が多 く、倒 産企 業で は 「経営倫理」
の面 で も問題が多 い。 「企業評価」 につなが り、個 人 も安 閑 として られない時代 だ。
〔参考文献 〕
畑村洋太郎 『失敗学 の法則』文芸春秋 、2002
杉 之尾 孝生 、他 『失敗 の本 質 日本軍 の組織 論 的研 究』 ダイヤモ ン ド社 、1984(中
公文庫(1991)所収)
江夏健一 ・桑名義 晴編著 『理論 とケースで学ぶ国際 ビジネス』 同文館、2001
飯 田健雄 『か くして巨大損失 は海外 で生 まれた』 日本評論社 、1998
※配付資料:各 種図表類B42頁[◎ 各事例の損失額比較表 ◎邦銀の活動状況
図 ◎和田一夫 『ヤオハ ン失敗の教訓』かんき出版 の掲載図表](掲載省略)
⑤11月16日(藤田昌久) 『リス ク ・不確実情報 開示 と監査』
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3.コ ー ポ レー ト ・ガ バ ナ ン ス と リス クマ ネ ジ メ ン ト
1企 業価値の向上l
T
コ ー ポ レ ー ト ・カ バ ナ ン ス
↑
1リ ス ク マ ネ ジ メ ン トI
T
l内 部 監 査1







① リスク ・不確実性 の開示 と監査:解 説B4,4頁 ② 銀行 の財務諸表の監査1.
銀行業 の活動 に伴 うリスク 用語解説(16テーマ)A3,1頁
⑥11月30日(桐村晋次) 『少子化社会と外国人労働』
1.人 口減少社 会の到来
2.少 子高齢化 と産業社 会


















◎年齢3区 分別人口の推移:中 位推計表 ◎ 日本の就業構造表 ◎大学 ・短期大学の
規模等の推移表 ◎外国人労働者等関連の図表(6つ)◎ アジア諸国 と日本の経済
格差表](掲載省略)
⑦12月7日(松 浦春樹) 「ビジネスモデル特許 とその問題 点』
1.あ る シ ナ リ オ
シ ナ リ オ1(国 内)
シナ リオ2(米 国)
息子 が インターネ ッ トを使 って 自分で商売 を始 め、大成功
を納め家族 で喜 んでい た。 ところが突然、特 許権侵害 で告
訴 され、損害賠償 を要求 された。
娘 がベ ンチ ャー ビジネスを始 め国内で成功 した。あ こがれ
の米国 に進 出 した ところで、特許権侵害 で巨額の損害賠償
を要求 された。
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2.ビ ジネスモデル とは




(4)シ ネマ コ ンプ レックス(複 合映画館)









日本:ビ ジネスモデル特 許は ソフ トウェア特許 の一部 である との立場
米 国:広 く間口 をと り判例 を積 み重ね る方向
(ゴルフパ ッ ト方法、性格判定方法、神話の世界 を体験で きる方法)
6.ビ ジネスモデル特許の例
(1)ア マ ゾ ン ・ドッ ト・コム社 のワ ンクリ ック特許 米 国特許5948061
バー ンズ ・ア ン ド ・ノーブル杜 との係 争。 日本で拒 絶査定
(2)プ ライス ライン社の逆 オー クシ ョン特許 米国特 許5794207
1兆円の もうけ。 日本で は未登録
(3)オ ープ ン ・マーケ ッ ト社 の シ ョッピングカー ト特 許 米国特 許5715314
日本 には未 出願。
(4)凸版印刷 のマ ピオ ン特 許 特許2756483
アイデァーつ。 まだ まだデー タ少 ない(た とえば八王子市)
(5)住友銀行 の振込処理 システム 特許3029421
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三井住友銀行 、他行 よ りライセ ンス料 を徴収す る方針
(6)ト ヨタ自動車 の部品納 入指示装置 特許2956088
有名 な トヨタのカ ンバ ン方式。 コ ンピュー タ利用 で特 許化
(7)木 下株式会社の葬儀方法 特許29!2597
要 は映写装置 か?
(8)森商 品研究所 の オー トカフェ 特 許2804933
装置 ・機 器 を評価 か?
・特 許 ア ク セ ス 方 法(無 料 で 全 文 を 閲 覧 で き る)
日本 特 許 庁http://www.jpo.gojp/
米 国 米 国特 許 庁http:〃www.uspt.gov/
7.お わ りに
(1)時代の流れか:特 許対 象の拡大 の歴史
(2)米 国への競争上 の対応 をせ ざる を得 ない:産 業 の空洞化現 象が 日本 に も
(3)小 企業が大企業 と対等 に:ク ロスライセ ンス
(4)誰 で も発 明家:営 業マ ン、経理マ ン……
(5)日 本型の可能性:ゲ ー ム機 、 コンビニ、携帯 、 自販機 、鉄道網……
◆手軽 に情報 を仕入 れるため に……(今 回の講座 で参考 に した もの)
*絵 と文章でわか りやす い!
守谷一雄 『図解雑学 ビジネスモデル特許』 ナツメ杜2002年10月¥1,300
*根 源的 な疑問 を提示
今 野 浩 『カー マ ー カー特 許 とソ フ トウエ ア 数学 は特 許 に なるか』 中公新 書
1995年12月¥680
*米 国の政策 を中心 に
ヘ ンリ0幸 田 「ビジネスモデル特許』 日刊工業新聞社2000年4月¥950
*マ ネジメ ン トプロ向 き
丹羽哲夫 「ビジネスモデル構築マ ニュアル&事 例集』 日本能率協 会マ ネジメ ン ト
セ ンター2001年9月¥38,000
*特 許全般
竹 田和彦 「特許が わか る12章第5版 』 ダイヤモ ン ド社2000年10月¥2,000
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2-2.主要研究報告
プロジェク ト・メンバー(50音順)の 主 な研究業績(神 奈川大学奨励研 究関係)
桐村晋次
「若年層 の意識の変化 とキ ャリア形成」 『神奈川大学 国際経営 フォーラム』No.14、
20030
丹野勲
「東南 アジアの 人的資源 と人的資 源管理 システムの国際比較研 究」 『神奈 川大学 国
際経営論集』第22号、2001.11。
「ミャンマ ー とベ トナムの経 済発展 と制度、 カン トリー リス クに関す る一考察」 「神
奈川大学 国際経営論集』第23号、20023。
行川一郎
「グリー ン志 向 と企業」東急総合研究所報 『TRI-VIEW』2001.8。
「21世紀の諸課題 とマ ーケ テ ィング ・マ ネジメ ン ト」 「神 奈川大学 国際経 営論集 』
第22号、2001.11。
橋本光憲
「銀行経営論 の新座標軸」 『神奈 川大学 国際経営論 集』 第21号、2001.11。
「一般企業 ・金融業 における企業評価 に向けて」『国際経営 フ ォー ラム』No.13,2002.6.
「ビジネス リスクー海外 での失敗事例 か ら学ぶ もの(上)」 『神 奈川大学 国際経営論
集』 第24号、2002.11。
「ビジネス リスクー海外 での失敗事例 か ら学ぶ もの(中)」 『神 奈川大学 国際経営論
集』 第25号、2003.3。
藤田昌久
「連結納 税制度 の導 入 と問題点」 現代 会計研 究 会編 『現代 会計 研 究』、 白桃 書房 、
20020
「連結財務諸表 におけ る支配 お よび影響力 の概念」宇南 山英夫 、三浦敬 編著 『会計
デ ィス クロー ジャ 一ーの新機i軸』、東 京 経 済情 報 出版、2002。
講演 『グルー プ経営 の会計 と税務』2001年度神奈 川大学秋期公 開講座 、2001.10.17.
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「リス ク ・不確 実情報 開示 と監査」 『国際経営 フォーラム』No.14、2003。
松浦春樹
「豊か な未来 のため に」神奈川大学図書館季報 『図書館 だ よ り』(特集=社 会の豊 か
さとIT革命)、2001.7。
監訳 『サ プライチ ェー ン ・コラボ レー ション』 中央経 済社 、2001。
翻訳 『コ0ポ レー ト ・ベ ース ド ・マネジメン ト』 同友館 、2003。
「ビジネスモデル特 許 一 トヨタ生産方式 を中心 に」 『神奈 川大学 国際経営 フォー ラ
ム』No.14、2003。
松枝辿夫
「リス クマ ネジメン ト危機 管理序説」 『神奈川大学 国際経営論集』第23号,2002.3。
「リス ク ・危 機 管 理 論 の 展 開」 『経 営 倫 理 』No.28、経 営 倫 理 実 践 セ ン ター 、
2002.110
「リス ク ・危機i管理方法論 の問題 と提言」 『NBL』No.736、(株)商事法務 、2002.5。
2-3.フィール ド調査
海外企業お よび海外進 出企 業の ビジネス リスク、カ ン トリー リス ク調査
2-3-1.調査 目的及び概要
本研 究 においては、企 業が将来 の不確 実性 すなわち リス クに対 して対応 し、 ビジ
ネス環境 での最適化行動 を探索す るこ とに関わる広汎 な側 面 を解明す るこ とを目的
と してい る。初年度 はメ ンバーそれぞれの専 門分野 を基盤 に リス ク概 念 を整理 、明
確化 し、さらに企業 の環境 リス クに対 する行動の分析枠構 築のための活動 を行 った。
次年度の計 画 と して、実体 と しての社会の有効 な構造解明 に結 びつ くビビッ ドな手
がか りを得 るため にフィール ドサーベ イを実施 した。
近時、東 アジア地域の経 済的、社会的、企 業経営 的発展 はめ ざま しく実地調査 は
有効 であ る。 また、「世界の工場」 ともいわれている中国 においてはWTO加 盟 にと
もない、 リス ク認識が極 めて重要性 を持 つ ファクタ0と なって きた。 その ため、現
地企業、進 出企業 などへ の ヒア リング作業 を実施 した もので ある。
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2-3-2.研 究調 査 チ ー ム と構 成 員
《A班 》
担 当 者:◎ 丹 野 勲(◎ は 調 査 代 表 者)
調 査 国:ミ ャ ンマ ー 、 ベ トナ ム
調 査 日禾呈:2002.9.19～2002.9.22
《B班 》
担 当 者 ◎ 松 枝 迫 夫 、 藤 田 昌 久(◎ は調 査 代 表 者)
調 査 国 中 国
調 査 地 深 堀 、 広 州
調 査 企 業:中 国 企 業1社(電 子 部 品 関 連 メ ー カ ー)
日中 合 弁 企 業2社(自 動 車 部 品 メ ー カ ー 、 家 電 メ ー カ ー)
調 査 日程:2003.3.6～2003.3.10
《C班 》
担 当 者 ◎ 桐 村 晋 次 、 金 谷 良 夫 、 行 川 一 郎(◎ は 調 査 代 表 者)
調 査 国 中 国
調 査 地 青 島 、 藩 陽
調 査 企 業:中 国 企 業1社(ShandongAnimalBy-productsImport&Export
Haiyuecompany)
日 中 合 弁 企 業1社(藩 陽 古 河 電 績)
調 査 日程:2003.3.17～2003.3.22
2-3-3.企 業 ヒア リ ン グ用 フ ェイ ス シー ト(B班 、C班 用)
危 機 管 理(リ ス クマ ネ ジ メ ン ト)に つ い て の 質 問 事 項
1.貴 社 は危機 管理 について関心 をもってい らっ しゃい ますか。
a.あ る
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b.な い
c.わ か ら な い


































米国などでの訴訟(特 許権 ・商標 ・ブラン ドなど工業
所有権についての紛争)
その他()
4.貴 社 に とっての主 たる 「危機」 は何 か、お聞かせ下 さい。
ありが とうござい ま した
2-3-4.調査報告概要
《A班》
ミャンマ及びベ トナムの経済発展 とカン トリー リスクについて、政治 ・経 済 ・社




研究課題 「グローバル時代 の ビジネス リス ク研究」 に関わ る ヒア リング調査 を中国
広東省 、深燗、広州 において調査対象企 業3社 に対 して行 った。
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1社が 中国の企 業(こ の会杜 は、電子部品、半導体 関係 のメー カーで売上高 も中
国では大企 業 なみの有力企業集 団。海外 との提携 を希望 してい る。最近 まで国営企
業 であったが、最 近上場す るに ともない民営化 した ものの約3分 の1の 株式 は国有
の まま。 この会杜 を仮 にA杜 とい う)。2社 が 日系 の合 弁企業 で、1杜 は 自動 車部
品 メー カーであ り(仮 にB杜 とい う)、 もう1社 は家電 製品 のメー カーで ある(仮
にC柔土とい う)。
危機 管理(ビ ジネス リス クマ ネジメ ン ト)に つ いての質問 に対 する回答 の要 旨を
以下 にま とめる。企業サ イ ドの秘密保持 を希望す る意 向があ るので、実名は避 けて、
以下 にA社(中 国系)、B杜(日 系)、C杜(日 系)と して説 明す る。
2.調 査 内容
(A)危 機管理 につい て関心 を もっているか どうかについ て、 日系のB社 、C社 共 に
大 きな関心 を もってい る と明確 に答 え られ たが、 中国国有企業系 のA社 は余 りビジ
ネス リス クとして は関心 を もっていない ように思 われた。
(B)B杜、C杜 共 に対 策 はとっているとの こと。
その具体的点 は次 の通 りであ る。
(C)対 策の内容
B社、C社 と も製造 会杜 であ るため、原料供給 に支障が 出ない よう対 策 を とって
いる。例 えば在庫 をあ る程度余裕 をもたせ る とか、 日本 の国内 より原材料 や部分 を
輸 入 しなければな らない ものは時 間的 ゆ とりを十分 にみて輸 入す る。 また中国市場
よ りの調 達先 につ いては、品質や納 入 の確実 さを信頼 で きるか どうか十分調査 し、
その ような供給先 と取 引 している。 この取引先 の選定が一番重要 なこ とと考 えてい
る。販売上 のPLや欠陥品問題 については、B杜 は、納入のため 日系 の総販売会杜 を
設立 してそ こへ全 て納 入する ことに してい るので、販売先企業や消 費者 の問題 は直
接 は避 けるこ とがで きる。 もちろん総販 売会社 は これに十分の対 策 を とる筈。 また
C杜は 日本へ の製品輸 出は3分 の1、 外 国へ は3分 の1、 中国市場へ は3分 の1で 、
特 に これ まで大 きな問題 はなかった。 しか し十分配慮 してい るが、結局優 良な製 品
を作 る とい うことに尽 きるのでそれ に努力 している。A杜 は中国市場 への販売 であ
るか ら、余 り欠陥 品問題 で大 きな トラブル になったこ とはない との こと。
資金面 につ いては、 日系企業 は本杜 の協力 下 にあ るので余 り心 配 しな くて よい。B
杜で は リス クヘ ッジについて も適宜手 を打 っている。
労働 問題 や労働者 との トラブルは相 当あ り、いず れ も軽視 で きない性質の ものであ
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るか ら、小 さなク レームの段 階で真剣 にそれ を汲 み上 げて解決 を計 るように してい
る。労働組合(工 会 とい う)は あるが、会杜側 と強調的であ るか ら、大 きな対立問
題 は ない。労働 問題が生 じた ときは現地弁護i士に相談 して解 決 を計 っている。
法規 の コンプライア ンスについて は、B杜 、C社 と も中国で は法規 を尊重 す るこ
とは最 も大切 なこ とだ と認識 している。万一何 か中国内で トラブルが起 きた とき法
規 を守 っていなか った らどの ような不利益 を受 けるか計 り知れ ないので コンプライ
アンス には注意 を払 ってい る。杜員 の不正 に対 しては内部チ ェ ックの体制 を とって
い る。
工 業所有権等 の問題 で は、B杜 は偽 ブラ ン ドの被害 はない。C社 は偽 ブ ラ ン ド問
題 に悩 まされている。そのためブ ラン ド侵害品 をまず見つ け出す とい うことに努 め
てい るが、広 い中国で中 々実効が上が らない。 しか し、超低価 格で偽 ブ ラン ド品が
作 られている とい うこ とは、製造上 コス トダウ ンの方法 に参考 になる面 もある と思
われるので、偽物 の製造 ルー トの特定 も副次 的な効果があ るように思われる。
リス ク情報 の開示 につ いての姿勢 としては、 日系企業 のB社 、C社 には開示 上で
特 に問題 となる リスクはない。 中国で は厚生福利 の準備金 の留保 が義務づ け られて
い るが、 この額が比較 的大 きい負担 となってい る。 中国系 のA杜 に とって は、 リス
ク問題対策 よ り、広 く日本 を含 め海外の先進技術 を導入 し、合弁等 で提携 して行 き
たい との強 い希望があ り、 日系企業の懸念す るような リス クマ ネジメン ト(危 機 管




奨励 プロジェク トの一環 として中国において企業 の ヒア リング調査 を実施 した。当
調査 を企図 したの は、 中国がWTO加 盟 に ともない い よい よアジア地域 の グローバ
ル化進展が予期 され る一方 、いわゆる 「世界の工場化」 とい う市場経済環境 変化 に
中国が直面す るこ とによって新 たな諸 リスクが発生す るため、それ らを踏 まえて多
元 的な リス ク認識が きわめて重 要 となってい きているか らである。
2.調 査概 要
(1)3/17、中国山東省の青 島にあ る中国貿易商社(2-3-2参照)を 訪問 した。貿易
商社 を選定 したの は、従来 、社会主義の枠組 みの中で行 われて きた貿易業務が どの
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ように自由な形 で行 われてい るか を知 り、それに ともなって展 開 される経営活動 か
らどの ような リス クが発生 しうるか についての知見 を得 るためである。
同社 は国営企業であ った或 る輸 出有 限公司 をユ992年に独特 な私企業形態で グルー
プ化 した内の有力貿易商社 であ り、欧米 を中心 に羽毛関連 製品 を扱 っている。業績
は きわめて順調 であ り、取 り扱 い商品の意匠、勤務 している労働 者、貿易関連業務、
グルー プ企 業連携 等 につい ての リスク面で の格 別の課題 はない とい うこ とで あ っ
た。市場成果が きわめ て強力 に後押 ししてのこ とと思われ る。 ヒア リングで は トッ
プマネ ジメ ン トは リス ク認識 を十分 に備 えてお り、市場経 済構造 の違い にかかわ ら
ず リス クについての備 えは もはや必須 である と考 え られる。
(2)3/20、中国遼寧省 の藩陽 にある 日中合弁企業(2-3-2参照)を 訪問 した。1995
年 に発足 し2002年度 に順調 に黒字転換 した との ことであるが、同事業所の 日本 人ス
タ ッフか ら事業運 営 に伴 って様 々 に発 生す る リス クについ て ヒア リングを実施 し
た。基本的 には一般的 に どの海外進 出 日本企 業、合弁企業 、現地設立企業で も起 こ
っている こととされてい る内容 と重 なる事例 を知 ることがで きたが、海外技術 移転
が もはや宿命 ともいえる状況 になっている 日本の製造業 にとって どれ ほ ど多様 な リ
ス クがあるかを具体的 に聴 くことが で き、 さらにはそれ らは解決可能であ るこ とを
も知 る ことがで き、 きわめて有益 であった。
3.調査所感
中国の経済面での 自由化進展 にあわせる形で成長する中国企業 と、 日本企業の海
外事業展開にともない誕生 していった合弁企業 とい う極めて代表的かつ象徴的な企
業についてヒアリングを実施で き、非常に有益かつ印象深いものであった。
3.今 後 に向 けて
ビジネス リス クは確実 に広 が りを見 せ てい る。 リス クの種類 、発 生す る可 能性
等 々は正 に増大 の一途 をた どってい る。現代 社会 とリス ク とは或 る意味切 って も切
れ ない もの となって きてい る。 ビジネス リス クと一 口に言 って も、それが関 る範囲
を含 めて、性 質 も内容 も実 に多様 かつ多彩 であ り、研 究者の立場 か らは興味深い側
面 を も持 っている。 しか し解 決困難 な課題が 山積 してお り、事態 は深刻化 しつつあ




大学奨励研 究の援助期 間終了後 もリス ク問題 に強 い関心 を持 ち、 自らの研 究テー
マ に内包 させつつ継続 して取 り組 んで行 きたい。
◇付記:本 稿 はグローバ ル時代 の ビジネス リス ク研究(神 奈川大学奨励研 究)の 報
告文であ り、行川一郎(コ ーデ ィネーター)が 編集 をお こなった。
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